
国立大学法人筑波技術大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ　役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　本法人が定める役員に支給する期末特別手当において、各役員の業績を

考慮し、その業績に応じて10/100の範囲内で、増額又は減額できるものとし

ている。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 ○以下のとおり改定した。

・一般職員俸給表の引下げ率等を踏まえ、１２月から本給

　月額を0.2％引下げた。

・地域手当の支給割合を２％引上げた。（国の支給割合が

 　２％引上げにより支給割合１２％のところ、人件費抑制等

　の観点から、支給割合９％に抑制）

　【支給割合７％から９％（国の支給割合との差△３％）】

・期末特別手当の１２月期支給割合を0.15月分引下げた。

　【1.65月から1.50月】

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,291 11,020 4,280 991 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

11,830 7,816 3,035
       703
       276

（地域手当）
（単身赴任手当）

4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

620 620 0 0 （　　　　　 ） ※

千円 千円 千円 千円

125 125 0 0 （　　　　　 ） ※

千円 千円 千円 千円

425 425 0 0 （　　　　　 ）

【注】・「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員
　　　　に支給されているものである。

同上。

改定なし。

改定なし。

改定なし。

B監事
（非常勤）

A理事

B理事
（非常勤）

前職

A監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長
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　　　・「前職」欄の「◇」は、役員出向者（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第
　　　　８条第１項の規定に基づき、独立行政法人等役員となるために退職し、かつ、引き続き当
　　　　該独立行政法人等役員として在職する者）であることを示し、「※」は、独立行政法人等の
　　　　退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）
　　　　の対象法人（旧 国立大学法人筑波技術短期大学を含む）の退職者）であることを示す。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

法人での在職期間 摘　　要

法人の長

理事

監事
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Ⅱ　職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　　　　　中期目標期間中の予算の年度展開を参考に、本法人において決定された

　　　　　当初予算の範囲内で運用している。

　　　　　　また、情報化の推進、アウトソーシング等により、人件費の抑制に努めている。

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　　　　　一般職の職員の給与に関する法律（以下「給与法」という。）に定める国家

　　　　　公務員の職種に応じた俸給表を参考とし、毎年の人事院勧告の動向を踏ま

　　　　　え、給与水準を決定している。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　　　　　職員の勤務成績等に応じて、昇給、昇格・降格及び勤勉手当　（６月・１２月）

　　　　　の支給割合の増減を行っている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

賞与：勤勉手当
（査定分）

俸給月額
（昇給）

俸給月額
（昇格・降格）

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点

　　　　○以下のとおり改正した。

　　　　　・地域手当の支給割合を２％引上げた。（国の支給割合が２％引上げにより

　　　　　　支給割合１２％のところ、人件費抑制等の観点から、支給割合９％に抑制）

　　　　　　【支給割合７％から９％（国の支給割合との差△３％）】

　　　　　・特定幹部職員の６月期の期末及び勤勉手当について、合計0.2月分引下

　　　　　　げた。【合計2.15月から1.95月】

　　　　　・１ヶ月当たりの時間外勤務が60時間を超えた分について、時間外勤務手

　　　　　　当の支給割合を100分の125から100分の150に引上げた。

　　　　　・大学院設置に伴い、授業担当等に応じて教育職員に対し、俸給の調整

　　　　　　額を支給した。

　　　　　・中高齢層（４０歳台以上）の俸給月額について、１２月から平均0.1％引下

　　　　　　げるとともに、平成１８年度の俸給水準引下げに伴う経過措置額が支給さ

　　　　　　れている職員についても、俸給表の改定率等を踏まえ、差額の算定基礎

　　　　　　額の割合を100分の99.76から100分の99.59に引下げた。【△0.17％】

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に
対し、基準日以前６ヶ月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、
それぞれ支給割合を決定する。（給与法に準拠）

昇給前１年間における職員の勤務成績に応じて、昇給の号俸数を決定す
る。（給与法に準拠）

昇格：従事する職務に応じて、総合的な能力の評価により、勤務成績が優
秀な職員には１級上位の級に昇格させることができる。（給与法に準拠）
降格：勤務成績が不良の場合等（就業規則第１１条に規定）には、下位の
級に降格させることができる。（給与法に準拠）
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　　　　　・５５歳を超える職員（一般職員俸給表５級以下の職員及びこれに相当する

　　　　　　級の職員を除く）について、１２月から俸給月額に100分の1.5を乗じて得た

　　　　　　額を当該俸給月額から減じ、地域手当、期末及び勤勉手当等についても、

　　　　　　所要の減額措置を講じた。

　　　　　・１２月期の期末及び勤勉手当について、合計0.2月分引下げた。

　　　　　　【合計2.2月から2.0月】

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

（年俸制適用者以外）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

164 49.3 7,967 5,881 99 2,086
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 45.6 6,014 4,510 96 1,504
人 歳 千円 千円 千円 千円

108 51.2 8,998 6,608 103 2,390
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 44.5 5,349 3,986 32 1,363
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 48.8 6,040 4,508 79 1,532

【注】・常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
　　　・「その他医療職種」とは、医療技術職員については保健科学部附属東西医学統合医療
　　　　センターに勤務する薬剤師、診療放射線技師及び臨床検査技師の業務を行う職種を示
　　　　し、看護師については保健科学部附属東西医学統合医療センター及び保健管理センタ
　　　　ーに勤務する看護師の業務を行う職種を示す。
　　　・該当者がない区分（在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員）及び区分中の
　　　　職種（常勤職員中の医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師））については、省

　　　　略した。

（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 30.9 4,551 3,456 0 1,095
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 30.9 4,551 3,456 0 1,095

【注】・「特任教員」とは、大学経営上の貢献が見込まれる場合、又は教育、研究、社会貢献に大
　　　　幅な向上が見込まれる場合に、任期を定めて採用する年俸制の教育職員（特任助教、特
　　　　任助手及び特任研究員）を示す。
　　　・該当者がない区分（常勤職員、在外職員、再任用職員、非常勤職員）及び区分中の職種
　　　　（任期付職員中の事務・技術、教育職種（大学教員）、医療職種（病院医師）及び医療職
　　　　種（病院看護師））については、省略した。

その他医療職種
（医療技術職員）

事務・技術

その他医療職種
（看護師）

うち賞与平均年齢
平成２２年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内人員

教育職種
（大学教員）

区分

常勤職員

平成２２年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

任期付職員

特任教員

区分 人員 平均年齢
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　② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〔在外職員、任期付職員及び

　　　再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕）

【注】・①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
　　　・年俸制適用者（特任教員）を含む。以下、②、④及び⑤において同じ。
　　　・年齢２４～２７歳及び２８～３１歳の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　　　されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位
第１分位 第３分位

（職位） 人 歳 千円 千円 千円

4 51.8 － 8,542 －
4 55.8 － 7,128 －

23 47.7 5,700 6,158 6,756
14 41.9 4,551 5,178 5,900
5 33.1 3,097 3,825 4,459

【注】・課長及び課長補佐の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　　あることから、年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

平均年齢 平均分布状況を示すグループ 人員

　・係員

　・課長
　・課長補佐
　・係長
　・主任
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国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
人千円
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【注】・年齢２４～２７歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
　　　　ことから、年間給与については表示していない。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位
第１分位 第３分位

（職位） 人 歳 千円 千円 千円

1 － －
54 57.5 9,489 10,024 10,362
40 45.8 7,557 8,033 8,563
5 41.1 6,681 7,082 7,151
9 39.7 5,795 6,080 6,587
2 － －
4 29.3 － 4,260 －

【注】・副学長及び助手の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
　　　　のあることから、平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。
　　　・研究員の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　　年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

平均年齢人員

　・教授
　・准教授

分布状況を示すグループ

　・副学長

平均

　・助手
　・研究員

　・講師
　・助教
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　③ 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
標準的 係員 主任 係長 課長補佐 課長 課長
な職位 係員 主任 係長 課長補佐

人 人 人 人 人 人 人

50 3 3 27 11 3 3
（割合） （ 6.0%） （ 6.0%） （54.0%） （22.0%） （ 6.0%） （ 6.0%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

28～25 47～36 53～36 56～49 58～40 59～51
千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,362～
2,297

4,090～
3,334

4,843～
3,088

5,576～
4,502

6,167～
5,410

6,657～
6,586

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,120～
3,034

5,417～
4,445

6,426～
4,107

7,499～
6,034

7,924～
7,315

8,807～
8,664

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級
標準的 局長 局長 局長 局長
な職位

人 人 人 人 人

0 0 0 0
（割合） （   0%） （   0%） （   0%） （   0%）

歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ ～
千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～

（教育職員（大学教員）：年俸制適用者（特任教員）以外）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級
標準的 助手 助教 講師 准教授 教授
な職位 助手

人 人 人 人 人 人

108 0 8 5 40 55
（割合） （   0%） （ 7.4%） （ 4.6%） （37.0%） （50.9%）

歳 歳 歳 歳 歳

～ 53～31 50～36 61～34 64～43
千円 千円 千円 千円 千円

～ 5,113～
3,912

6,005～
4,739

7,058～
4,443

9,233～
6,485

千円 千円 千円 千円 千円

～ 6,852～
5,200

8,102～
6,346

9,450～
5,950

12,719～
8,863

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年齢（最高
～最低）

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

人員

人員
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（教育職員（大学教員）：年俸制適用者（特任教員））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級
標準的 研究員 助教 職位無し 職位無し 職位無し
な職位 助手

人 人 人 人 人 人

7 4 3 0 0 0
（割合） （57.1%） （42.9%） （   0%） （   0%） （   0%）

歳 歳 歳 歳 歳

30～26 36～30 ～ ～ ～
千円 千円 千円 千円 千円

3,375～
3,127

4,170～
3,370

～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

4,440～
4,080

5,520～
4,500

～ ～ ～

　④ 賞与（平成２２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

65.1 68.7 66.9
％ ％ ％

34.9 31.3 33.1
％ ％ ％

          最高～最低　 37.8～33.2 33.5～29.9 34.6～31.5
％ ％ ％

64.1 67.9 66.0
％ ％ ％

35.9 32.1 34.0
％ ％ ％

          最高～最低　 41.0～33.1 37.5～28.2 37.9～31.4

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

58.6 61.6 60.1
％ ％ ％

41.4 38.4 39.9
％ ％ ％

          最高～最低　 51.4～34.9 47.8～31.5 49.6～33.2
％ ％ ％

64.4 67.9 66.2
％ ％ ％

35.6 32.1 33.8
％ ％ ％

          最高～最低　 41.0～33.2 37.1～29.8 38.8～31.5

一律支給分
（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

一般
職員

所定内給
与年額(最
高～最低)

一律支給分
（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

区分

一律支給分
（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

年間給与
額(最高～

最低)

管理
職員

区分

管理
職員

一律支給分
（期末相当）

人員

年齢（最高
～最低）

一般
職員
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　⑤ 職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術

　　　職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一）） 86.1

対他の国立大学法人等 99.9

（教育職員（大学教員））

対他の国立大学法人等 97.2

【注】・当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立
　　　　大学法人等」においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与
　　　　水準）に置き換えた場合の給与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出
　　　　される指数をいい、人事院において算出。

給与水準の比較指標について参考となる事項

　　○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　　 86.3
参考 学歴勘案　　　　　　　 85.9

地域・学歴勘案　　　　86.2

　　○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標　　　94.8

　　　【注】・上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を
　　　　　　　基礎に、平成２２年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比
　　　　　　　率を比較して算出した指数である。

　　○比較対象職員の状況

　　　　・教育職種（大学教員）

　　　　　年俸制適用者以外に係る①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の教育職種

　　　　　（大学教員）108人及び年俸制適用者に係る①表（同）の任期付職員欄の特任

　　　　　教員7人　　計115人

　　　　　115人の平均年齢50.0歳、平均年間給与額8,727千円

【主務大臣の検証結果】
国家公務員に比べ低い給与水準であり、適正であると考
える。

項目

指数の状況

 国に比べて給与水準が
 高くなっている定量的な
 理由

 給与水準の適切性の
 検証

講ずる措置

対国家公務員　　　　　　86.1

今後も法人の業務の実績等を考慮し、かつ、社会一般
の情勢等に適合した給与水準を維持すべく努力してい
きたい。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合
84.8％
（国からの財政支出額　2,857,244千円、支出予算の
総額　3,369,702千円：平成２２年度予算）

【累積欠損額について】
累積欠損額 0円（平成２１年度決算）

【検証結果】
本法人における対国家公務員指数は100を超えておら
ず、累積欠損額もないため、適切な給与水準であると考
える。

内容
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２２年度）

前年度
（平成２１年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｄ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

【注】・「非常勤役職員等給与」においては、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用
　　　　される職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属
　　　　明細書の「１８ 役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。
　　　・「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給
　　　　額を計上している。

総人件費について参考となる事項

　　○「給与、報酬等支給総額」及び「最広義人件費」の増減要因について

　　　　「給与、報酬等支給総額」は、前年度に対して1.7％（23,522千円）の増加となった

　　　が、その主な要因としては、俸給月額及び賞与（期末及び勤勉手当）の引下げがあ

　　　った一方で、地域手当の２％の引上げ並びに大学院設置に伴う俸給の調整額の新

　　　たな支給増によるものである。

　　　　また、「最広義人件費」は、前年度に対して7.5％（136,026千円）の増加となったが、

　　　前述の「給与、報酬等支給総額」の増加並びに以下の要因によるものである。

　　　　・「退職手当支給額」の増加は、長期勤続による定年退職者の増員によるものであ

　　　　　る。

　　　　・「非常勤役職員等給与」の増加は、競争的資金等（特別経費等）による年俸制特

　　　　　任教員等の増員並びに業務の見直し及び整理等により非常勤職員等への転換

　　　　　を図ったためである。

　　　　・「福利厚生費」の増加は、年俸制特任教員及び非常勤職員等の増員に伴う事業

　　　　　主負担保険料等の増加並びに職員宿舎維持管理費（主に老朽化に伴う修繕費

　　　　　等）の増加によるものである。

　　○「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８

　　　年法律第４７号）及び「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）によ

　　　る人件費削減の取組の状況

　　　　ⅰ）中期目標において示した人件費削減の取組に関する事項

　　　　　　「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

　　　　　１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度以降の５年間において国家公務員に

　　　　　準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

（　 － 　）23,522

249,820
非常勤役職員等給与

最広義人件費

－213,607 188,684 24,923
福利厚生費

（ 13.2）

（  7.5）

99,842
退職手当支給額

27,453 72,389 （263.7）

（  1.7）
給与、報酬等支給総額

1,373,342

（　 － 　）－

－

比較増△減
中期目標期間開始時（平
成２２年度）からの増△減

（　 － 　）

（  6.1） －15,192 （　 － 　）265,012

1,349,820

区　　分

（　 － 　）1,951,803 1,815,777 136,026 －
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　　　　　２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人

　　　　　件費改革を平成２３年度まで継続する。

　　　　ⅱ）中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた

　　　　　見直しの方針

　　　　　　人件費の削減に関する具体的方策として、「簡素で効率的な政府を実現する

　　　　　ための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づき、平成

　　　　　１８年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経済財

　　　　　政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基

　　　　　づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継続する。

　　　　ⅲ）人件費削減の取組の進ちょく状況

　　　　　【主務大臣の検証結果】

　　　　　　５年間で５％以上削減を達成しており、問題ないと考える。

　　　　　　総人件費改革の取組状況

基準年度
（平成１７

年度）

平成１８
年度

平成１９
年度

平成２０
年度

平成２１
年度

平成２２
年度

1,552,085 1,512,895 1,452,871 1,422,089 1,349,820 1,373,342

△2.5％ △6.4％ △8.4％ △13.0％ △11.5％

△2.5％ △7.1％ △9.1％ △11.3％ △8.3％

【注】・「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２

　　　　月２４日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づ

　　　　く給与改定分を除いた削減率であり、平成１８年、平成１９年、平成２０年、

　　　　平成２１年、平成２２年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそ

　　　　れぞれ０％、0.7％、０％、▲2.4％、▲1.5％である。

　　　・基準年度（平成１７年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人

　　　　件費予算相当額を基礎に算出した平成１７年度人件費予算相当額である。

　　○総人件費について、考慮すべき事項、説明すべき事項

　　　　平成１７年度の給与、報酬等支給総額について、本法人の前身である旧国立大学

　　　法人筑波技術短期大学の数値739,354千円及び新国立大学法人筑波技術大学の

　　　数値778,231千円を合算すると、1,517,585千円となる。

Ⅳ　法人が必要と認める事項

特になし

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）
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